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健康日本
21の
最終評価

59目標の内
目標達成は

10項目 vs
悪化は9項目



1日平均歩数は20年間で1割減少
国民健康・栄養調査（20歳以上）
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http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kenkounippon21/eiyouchousa/keinen_henka_shintai.html
歩数の平均値・標準偏差の年次推移（20歳以上）から作図



http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1002/14651858.CD001561.pub3/abstract

冠動脈疾患の一次予防のための複合危険因子介入

カウンセリングと教育を用いた複合危険因子介入は、冠動脈疾患（CHD）による死亡
率および罹病率の減少に効果的で、費用対効果も高く、広く使用すべきであると考え
られていた。危険因子の変化を検討する試験によって、こうした介入の有効性に疑問
が投げかけられている。

55件の試験が見つかり（参加者163,471例）、追跡期間の中央値は12カ月間であっ
た。
臨床イベントのエンドポイントを報告している試験は14件（参加者139,256例）で、総死
亡率の統合ORは1.00（95％CI 0.96～1.05）、CHD死亡率の統合ORは0.99（95％CI 0.92
～1.07）であった。高血圧症および糖尿病の高リスク集団においては死亡率の減少に
有効・・・エビデンスから、健康促進の介入は一般集団においては有用性に限界があ
ることが示唆される。



介護予防教室閑古鳥
• 介護予防事業の
対象となる特定
高齢者が、把握
できない。参加
希望者がいない。

目標：高齢者
人口5％ vs
現実は 0.2％

2006.10.29

朝日新聞



JAGES調査フィールド
日本老年学的評価研究

Japan Gerontological Evaluation Study

JAGES 2010/11
参加市町村数 31
送付数約17万人
回収数約11万人
回答率約66.3%

JAGES 2013/14
参加市町村数 30
送付数約19.5万人
回収数約13.8万人
回答率約70.8%

JAGES 2016/17
参加市町村数 40
送付数 約30万人
回収数 約20万人
回答率 約69.5％

2016調査協力保険者
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NHK総合
2016年9月19日（月）
19：30～20：43



65歳以上の高齢者n=32,891（松田・平井・近藤，2005）

教育年数別検診未受診者割合
（年齢調整済）
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なぜ把握できないのか？

特定高齢者は健診では把握できない

SESの低い層ほど健診未受診

特定高齢者はSESが低い層に多い
回答者の28.2％

49%低所得者 vs 高所得者37%

低所得者35.9％vs高21.1%

平松・近藤・平井 2009, n=39,765

（等価所得50万円未満
vs 300万円以上）

2010年老健局通達で郵送方式もOKへ

社会経済的地位
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：政令指定都市内の区

：可住地人口密度が1,000人以上の市町村

： 〃 1,000人未満の市町村

2.9倍

市区町村別にみたIADL低下者割合（前期高齢者）

※IADL低下：TMIG-IC手段的自立0～4点

JAGES2010-11（加藤清人ほか，2015から作成）

老研式活動能力指標5項目（外出，買物，食事の準備，請求書支払い，貯金の出入）



歩く人が多いまち
（前期高齢者）

67.3
%

平均
75.4%

81.6
%

1日30分以上歩く
と回答した者の割
合

67.3％～81.6％
平均75.4％
人口密度が高い
市町



「運動習慣あり」の割合
運動しやすい環境で多い
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％
平成27年国民健康・栄養調査

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL08020103.do?_toGL08020103_&listID=000001176863&requestSender=estat
84から作成



Hanibuchi T, Kawachi I, Nakaya
T, Hirai H, Kondo K. 2011. 
Neighborhood built 
environment and physical 
activity of Japanese older 
adults: Results from the Aichi 
Gerontological 
Evaluation Study (AGES). BMC 
Public Health 11: 657 (doi: 
10.1186/1471-2458-11-657). 

公園の近くに住む人は
1.2倍頻繁に運動する

都市計画は
健康政策でも
ある



(P<0.05)

(P<0.05)

(P<0.05)

可住地面積当たりの公園面積
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公園広いと運動する人が多く
運動機能低下者が少ない JAGES 2016
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http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002ddhl-att/2r9852000002ddxn.pdf



2040年に向けた予防の方向

地域包括ケア研究会報告書 2017

http://www.murc.jp/uploads/2017/04/koukai_170501_c1.pdf

地域とのつながり・社会環境の重視



ゼロ次予防

三煌社,  p124

R. Bonita、 R. Beaglehole、 T. Kjellström: 
Basic epidemiology /. 2nd edition.
ISBN 92 4 154707 3 （NLM classification: 
WA 105）
© World Health Organization 2006

http://apps.who.int/iris/bitstream/10665/43541/3/9241547073_jpn.pdf

primordial prevention

原因となる社会経済的，
環境的，行動的条件の
発生を防ぐための対策
を取る。



食塩摂取量と食品加工業用塩の消費量
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http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10904750-Kenkoukyoku-Gantaisakukenkouzoushinka/kekkagaiyou.pdf

食品加工業用塩

万トン
食塩摂取量（g／日）

http://www.mof.go.jp/tab_salt/reference/salt_result/data.htm

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kenkounippon21/eiyouchousa/keinen_henka_eiyou.html

加工食品の塩消費量
の減少率と一致する食
塩摂取量の減少率

塩需給実績国民健康・栄養調査



トマトジュースにも3種類

http://www.kagome.co.jp/products/drink/10030/
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スポーツの会参加とIADL低下



小学校区別転倒率とスポーツ組織参加
65-74歳，ADL自立者，うつなしの者16,102人に限定

週に１回以上

対象：6保険者（9自治
体）の要介護認定を
受けていない人で
郵送調査に回答した
29,117人
（回答率62.3％）

小学校区（n＝64）

転倒率：
7.4％～31.1％と４倍
以上の差

スポーツ組織参加率
と相関

林尊弘・近藤克則ほか，厚生の指標61（7）：1-7，2014



http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000021717.pdf

第47回社会保障審議会介護保険部会資料



種類の数が多いほどリスクは減る

Satoru Kanamori, Yuko Kai, Jun Aida, Katsunori Kondo, Ichiro Kawachi, Hiroshi Hirai, Kokoro Shirai, Yoshiki Ishikawa, 
Kayo Suzuki, the JAGES group. Social participation and the prevention of functional disability in older Japanese: the 
AGES Cohort Study. PLOS ONE 2014.
URL： http://www.plosone.org/article/info%3Adoi%2F10.1371%2Fjournal.pone.0099638



Kanamori S, Kai Y, Kondo K, Hirai H, Ichida Y, Suzuki K, Kawachi I. Participation in sports organizations and the prevention of functional disability in 
older Japanese: the AGES Cohort Study. PLOS ONE 2012 http://www.plosone.org/article/info%3Adoi%2F10.1371%2Fjournal.pone.0051061

運動は一人より仲間と
するのがお勧め

運動を週一回していて
も，スポーツ組織へ参加
していなければ，参加し
ている者と比べ要介護状
態になる危険性が1.29倍

JAGESの研究成果の一部
運動の実施頻度スポーツ組織参加による
要介護状態の発生リスク（4年間追跡）



笑わない人で健康感悪いが1.5倍

Hayashi K, Kawachi I, Ohira T, Kondo K, Shirai K, Kondo N：Laughter and Subjective Health Among Community-Dwelling 
Older People in Japan: Cross-Sectional Analysis of the Japan Gerontological Evaluation Study Cohort Data. Journal of 
Nervous & Mental Disease 203 (12): 934-942, 2015



役割を担って社会参加している男性でう
つ発症のリスクは 7 分の 1

AGES 2003年調査時点でうつ傾向が無く，2006調査にも回答した65歳以上の2728人

趣味，スポーツ，町内会，ボランティア，老人クラブ，業界，宗教，政治のグループへの参加を
たずね、主成分分析で社会参加得点を算出

Takagi, D., Kondo, K., & Kawachi, I. (2013). BMC Public Health, 13: 701, doi: 10.1186/1471-2458-13-701.



社会との多様なつながりがある人は
認知症発症リスクが半減

認
知
症
発
症
リ
ス
ク

社会とのつながりの数

1. 配偶者がいる
2. 同居家族間の支援
3. 友人との交流
4. 地域のグループ活
動に参加

5. 就労をしている

13984名を9.4年追跡

46％減少



配食サービスよりも会食のほうが良い？
～独居の孤食は2.7倍、抑うつ傾向に至りやすい～



男性は同居にも関わらず孤食だと死亡リスク1.5倍
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を調整しています。同居で共食の人をreference  *P<0.05 



介護予防事業を活用した地域づくりの例

－愛知県武豊町－ 介護予防マニュアル改定版 p4

http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/05/tp0501-1.html

http://square.umin.ac.jp/ages/taketoyo.html



ボランティア数9倍に



地域組織に参加していない者で
認知症発症が多い
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ボランティアのグループワーク
どんな企画をしたら人
が集まる？

特に男が・・・

後片付けで

身体を動かし
フィットネス

頭を使ってボケ予防



多彩なメニュー

頭を使う
川柳作り→
（出前ボラ）

←健康体操で
身体も使う
（出前ボラ）



40

武豊町

☆カラオケ
・講師の指導のもとで実施

【憩いサロン・各会場の取り組み】

【主な活動・・・その月ごと】

☆ゲーム
・リーダの指導のもとで実施

☆おしゃべり＆お茶タイム
・コーヒー、お菓子（原則）



（人） （％）

年度 2007  2008 2009           2010          2011           2012          2013           2014          2015          2016
ｻﾛﾝ数 3            5        7         8                8                 10              10                11              11               13

サロン実参加者数/ボランティア数/
参加率の推移

武豊町データより作成
竹田，2017
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通いの場参加後の心理社会的な変化
分析対象：JAGES参加7市町の通いの場109箇所の参加者
3,305人のうち2,983人（回収率90.3％）

厚生労働科学研究費補助金（H27-認知症-一般 001）平成28年度総括・分担研究報告書.ｐ56
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84.0 
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通いの場（サロンなど）以外の会への参加が増えた

将来の楽しみが増えた

気持ちが明るくなった

「地域の人は信用できる」と思うようになった

健康に関する情報が増えた

しあわせを感じるようになった

「地域には助け合いの気持ちがある」と思うようになった

人との交流は増えた

健康を保つことができていると思うようになった

健康について意識するようになった

%

N=2,983

※通いの場参加後の心理社会

的変化の設問10項目に対し、
「はい」と回答した者の割合



「通いの場」への参加がきっかけで
運動始めた人

51.9
48.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性(2406人）
男性(  466人） あり

なし

無回答

性別無回答111人を除く2872人

JAGES参加7市町の通いの場109箇所の
参加者3,305人のうち2,983人（回収率90.3％）

2つ以上
始めた人は
5割以上で
男性で多い

始めた種目のトップは
男女とも散歩・ウォーキング
２位は男でグラウンドゴルフ
女で体操が人気

n=1472 n=1472

厚生労働科学研究費補助金（Ｈ27-認知症-一般 001）平成 2８年度総括・分担研究報告書、p. 64-65



サロン参加群で要介護認定率は低い
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要介護認定率

%
2007年から2012年ま
での5年間の要介護認
定率を参加群と非参加
群で比較した

5年間で要介護認定率
は約半分（6.3%ポイン
ト）抑制されていた

武豊プロジェクト

N =  312 2178 
Hikichi, H., Kondo, N., Kondo, K., Aida, J., Takeda, T., & 
Kawachi, I. Effect of community intervention program 
promoting social interactions on functional disability 
prevention for older adults: propensity score matching and 
instrumental variable analyses,     JAGES Taketoyo study. 
Journal of Epidemiology and Community Health (doi: 
10.1136/jech-2014-205345)



加藤清人他，2017，厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業）「ポピュレーションアプローチによる
認知症予防のための社会参加支援の地域介入研究」（Ｈ27-認知症-一般001，研究代表者 竹田徳則）報告書

％

通いの場に参加するハイリスク者
二次予防事業より２倍以上多い
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要介護リスク5指標該当者割合（基本チェックリスト）

％
通いの場参加率/高齢者人口（平成27年度）

3.7％の半分
1.85％＞0.8％

二次予防
事業参加者
（ハイリスク者）率
（平成26年）

N=2,983人
（7市町，109会場）

厚生労働省公表資料に基づく試算



教育年数別参加者割合

健診受診者：
ハイリスク戦略

サロン：
ポピュレーション戦略

教育年数

% %

ポピュレーション戦略で健康格差是正可能かも？
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「見える化」とマネジメントサイクル

※ベンチマークシステム：指標を用いた市町村間／市町村内比較

見える化

課題設定

手がかりの
発見

実践

効果検証
ベンチマーク
システム

地域診断

実践

評価

「見える化」システム
による「課題設定」と
「手がかりの発見」



要介護認定者の比率

JAGESが開発した地域診断システム

○日本福祉大学健康社会研究センター（センター長 近藤克則）が、平成２３年度厚生労働
省老人保健健康増進等事業「WEB-GISを活用した客観的指標によるベンチマーク・システ
ムの構築」において、地域診断システムを開発した。介護予防事業報告などの情報を基に
、地理情報システムを活用して「見える化」し、各自治体の介護予防事業などの現状把握
等を支援するものである。

○介護予防事業報告などの
情報を基に、地理情報シス
テムを活用した「見える
化」を支援するためのツー
ルであり、WEB上から、
誰でも無料で利用すること
ができる。

○「見える化」することに
より、自治体内の情報共
有、他の自治体との比較、
全国との比較が可能にな
る。

49

JAGESで「見える化」のプロトタイプ開発

厚生労働省の説明資料
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/b
unya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/o

sirase/hokenjigyou/06/dl/3.pdf

に加筆修正



• 地域包括ケア「見える化」システムとは、介護
保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合
的に支援するための情報システム

http://mieruka.mhlw.go.jp/



課題の「見える化」

 指標は「前期高齢者」「後期高齢者」「高齢者全体」の中から，いずれかを選択します．
 評価したい指標が，他の参加市町村や小地域と比較して，どれ位多い(少ない)のか，相対
的位置もわかります．

市町村間で転倒など運動機能低下者
割合に2倍の差

8.2％～17.8％

前期高齢者に限定

転びやすいまち 転ばないまち



地域診断書の見方

指標名

選択された指標を
他地域と比較した
ランクと数値

各指標の定義

経年変化を比較

赤・黄・青色の3色は、最小
値（左端）と最大値（右端）
を3等分し，それぞれに含
まれる地域の割合を示す．

対象地域を選択 ランク
順位

◆が当該地域の値を示す青
◆が青の中＝良い指標

赤線は平均値

前回より
改善なら
悪化なら ◆が赤の中＝悪い指標

前回
平均

最小 平均 最大
今回 サン

プル
数

地域名

前・後期、男・女など対象や
指標群を選択
A.コア指標群：最初に見る指標
B.重要指標群：原因や関連要因、
対策検討用の指標
C.参照指標群



0～31.6％0～16.7％

ボランティア参加（月1回
以上）者の割合

運動機能低下者の割合

小地域間比較で特徴や課題を把握
ある県内の4市町村の前期高齢者



重点課題は異なる
JAGES HEART 2016ある県内の3市

前期高齢者

• 1078市は残歯数が少ない
• 3030市は物忘れが多い
• 3029市は情緒的サポートが少ない



趣味の会参加割合が高い市町村で
運動機能低下者は少ない

日常生活圏域ニーズ調査データを用いた分析支援（107市町村）

http://www.yobou_bm.umin.jp/200bm/shichoson_compare/double/atlas.html





•ボランティア参加率
の市町村格差は5.1～
21.3％（後期高齢者）

•A市は
2010年の7.9％から
2016年には21.3％へ

ボランティア増やしたA市
JAGES HEART 2016

5.1～21.3％

7.9％

21.3％

2010 2013 2016

●

●

●



https://www.jages.net/



妊娠期から成人期の
ライフコースの影響経路

成
人
期
の
健
康

小児期・青年期の因子 （早期）成人期の因子

社会経済的環境

健康資本

教育

社会経済的環境

生活習慣生活習慣

職業

A

妊娠期・出生時

の因子

社会経済
的環境

生物学的
因子

（近藤，2007に一部補足）

結婚



64歳（男性）の糖尿病罹患率と出生児
体重の関係（BMI調整済み）

64年間追跡した研究
出生児体重4.3kg以上
であった人が64歳時
点で糖尿病になるリス
クを1とすると，
3.0kg未満で約5倍，
2.5kg未満で約6.8倍

<2.5 2.5-2.9 3.0-3.4 3.5-3.9 4.0-4.3 >4.3kg

リスク５倍



子ども期の社会経済状況低いと
うつ症状新規発生1.3倍

Tani Y, Fujiwara T, Kondo N, Noma H, Sasaki Y, Kondo K. Childhood socioeconomic status and onset of depression 
among Japanese older adults: The JAGES prospective cohort study. Am J Geriatr Psychiatry 2016; 24:717-26

2010年から3年間追跡

n=10,458人



65-69歳(給食世代） 77歳以上(給食普及前)

1.00 1.000.97
1.241.13

1.44

-0.10
0.10
0.30
0.50
0.70
0.90
1.10
1.30
1.50

高 中 低 高 中 低

1.00
1.20 1.36

0.00

0.50

1.00

1.50

高 中 低

全年齢 (n=19,920)

15歳時の生活程度別

高齢期の野菜・果物
摂取頻度が1日1回未
満のPR

Model 1 性・年齢調整済み

**

*
*

子どもの貧困⇒

高齢期の野菜・果物摂取頻度

高
齢
期
の
野
菜
・果
物
摂
取
頻
度
が

少
な
いPR



考察 日本の高齢者の子ども時代

戦中～戦後の

食糧不足・栄養不足

グラフ：「わが国の教育の現状」（昭和28年度） 文部科学省ホームページ

第二次世界大戦 戦後の学校給食開始

戦後の

学校給食

教育的効果

・栄養改善

・栄養知識

・衛生、作法、偏食矯正

・家庭の食生活改善に寄与 等

（1946年 文部・厚生・農林三省次官
通達による）

1937 38 39 39 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 年

（段階的な普及、時期に地域差あり）



対象者の層別化：

対象者の年齢(歳）

調査時
(2010年）

65666768697071727374757677787980～

経験群

と想定

経験なし群

と想定

調査で実際の給食経験を尋ねていない

子どもの頃の給食経験を想定して年齢層で３群化
＊給食の段階的な普及や地域差を考慮

経験混合群

と想定



多
様
な
健
康
格
差
対
策
群

近藤克則：健康格差社会への処方箋．医学書院，2017．p104



目 次
第1部 なぜ健康格差が

生まれるのか？
「病理」編

第２部 根拠は十分か，
治療を試みるべきか
「価値判断」編

第３部 では何ができるか
「処方箋」編

医学書院，2017

!!



産官学の分担と共同

収益性

普及

公益性

制度化

新規性

研究開発

問われる
のは？

得意なの
は？



コレクティブ・インパクト

• 立場の異なる組織（行政、企業、NPO、財団
、有志団体など）が、組織の壁を越えてお互
いの強みを出し合い社会的課題の解決を目
指すアプローチ

• 個別アプローチでは解決できなかった社会課
題の解決をめざす

• 新たな社会課題の解決手法として近年、欧米
では定着しつつある

John Kania, Mark Kramaer: Collective Impact. Stanford Social Innovation Review, 2011

http://www.globalcsr-pfc.com/collective-impact/
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コレクティブ・インパクト事例（ヘルスケア） Shape Up Sumerville

2003年時点で子どもの44％が肥満。肥満者の70％は大人になっても肥満であった。
市、大学、医療機関によりデータを収集、コミュニティへデータを共有し、多様な関係者
で解決策を検討・実施。

 学校、子どもに対する教育・ツール提供

 健康関連データの収集・管理

 ウォーキング,サイクリング,公園の整備（マップ化）

 40以上の地元レストランで新たに健康食を提供

 健康食を提供するレストランに認証付与

 市内で働く人へスポーツジムの会員割引

 ・・・・・

開始後2年で子どもの体重が約1kg減少
子ども以外にも施策範囲を拡大

http://www.somervillema.gov/departments/health-and-human-services/shape-up-somerville



ウォーキングステーションとは
日本ウォーキング協会が国際市民スポーツ連盟（IVV）
の規則に基づき、全国各地で関連団体、公共施設、企
業などの協力を得て認定している、通年歩くことのでき
るコースおよびスタート・ゴール地点（全国199カ所）
（2016.2.26時点）

IVVパスポートに認定スタンプの押印を受けられる

そごう柏店婦人靴売り場に設置

北総歩こう会と日本ウォーキング

協会へ共同申請

NPO法人千葉県ウォーキング協会HP
http://npocwa.c.ooco.jp/cwayr.htm
2016.2.29アクセス



A市B地区における取り組み

健康指標の悪いB地区を重点対象に選定

通いの場を開設できる公共施設がないこと
が判明
⇒どこか人が集まれそうな所はないか？



見つかったのは・・・

1.団地集会場
2.接骨院
3.郵便局
4.葬儀用ホール
5.薬局のチェー
ン店



第4次産業革命とは

1.データの解析結果を活用
2.シェアリング・エコノミー

– インターネットを通じて、サービスの利用
者と提供者を素早くマッチング

– 個人が保有する遊休資産（自動車、住居
、衣服、専門スキル等）を他者に提供

3. AIやロボットの活用
4.フィンテック（FinTech）の発展

http://www5.cao.go.jp/keizai3/2016/0117nk/n16_2_1.html
•日本経済2016-2017－好循環の拡大に向けた展望－（平成29年1月17日）



Society 5.0とは

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）

http://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html
第５期科学技術基本計画で提唱



Society 5.0
http://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html



社会参加型の健康長寿幸福産業

拠点開発 プログラム
開発

マーケティ
ング

効果評価

マネタイズ

参加・
状況把握

空間・近接
性確保

運営人材
育成 多彩・

楽しい

遠隔・通信・
映像

笑い・会話・
感情・血圧・
脈拍

GPSコミュニ
ティの変化

個人の変化
幸せ・健康

Social 
Impact Bond

有料会員

マッチング
人と人・モノ・
プログラム

人集め

インストラクター
人・ロボット

スポーツ・学習・
趣味・ゲーム・料理

個人識別

ビッグ
データ・AI

売上げ

グループ
の変化

リコメンド

1000人に1カ所
＝12万カ所
×100万円＝
1200億円

2000万人が6千円
＝1200億円産業へ
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http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/006_02_00.pdf

次世代ヘルスケア産業協議会事務局（経済産業省）「アクションプラン2017」



スポーツ参加者が多いまちは
幸福感がある者が多い

JAGES HEART 201639市町村

スポーツの会参加者（月に1回以上）割合

幸
福
感
が
あ
る
者
の
割
合

前期高齢者 後期高齢者



 全91市区町村：r -.224（p <.05）※
 4,000人/k㎡以上51市区町村：r -.673（p <.001）
 3,999～1,000人/k㎡15市区町村： （n.s.）
 1,000人/k㎡25市区町村： （n.s.）

 全91市区町村：r -.337（p <.05）
 4,000人/k㎡以上51市区町村：r -.781（p <.001）
 3,999～1,000人/k㎡15市区町村： （n.s.）
 1,000人/k㎡25市区町村：（n.s.）

市区町村単位の要支援・介護認定率と
地域組織への参加割合

※のみSpearman その他はPearson 半田市社会福祉協議会 伊藤 大介 daisuke-i1@yahoo.co.jp

JAGES 2017

社会参加10％増加で、認定率5％減少



介護サービス利用者が1000人減ると

• 平成 27 年度介護給付費等実態調査の概況

• 15.7万円/月×12ヶ月＝188.4万円/年
• 1000人減ると18.8億円/年
• 認定率5％/18％減ると，2.5兆円規模？

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/kyufu/15/dl/11.pdf



社会的な課題を民間の資金
をもとにＮＰＯなどが実施し、
効果が出たら、行政が費用を
払う「ソーシャル・インパクト・
ボンド」（ＳＩＢ）が注目されてい
る。欧米を中心に広がってお
り、日本では昨年度、日本財
団が出資し、試験的に３件９
自治体で始まった。

投資
家

事業
者

利用
者

費用
抑制
効果

行政

⇒閣議決定（平成28年6月2日） 「まち・ひと・しごと創生
基本方針 2016 について」にも明記



※ベンチマークシステム：指標を用いた市町村
間／市町村内比較
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• まずは現状の「見える
化」で課題の共有を

• ボランティア・支えられる
高齢者・介護者離職な
し・保険財政・事業者の
「五方良し」の地域づくり

• ビッグデータでマネジメ
ントサイクルを回す

• 健康格差が小さい社会
＝well-being（幸福・健
康）が高い社会

健康格差社会への処方箋


